

令和８年度国際物流拠点産業集積地域那覇地区解体等調査業務委託
企画提案応募書類様式


〇申請書類チェックシート（当該書類は提出不要）

〇参加申込書　　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・　様式１

〇企画提案書（概要）・・・・・・・・・・・・・・・・・　 様式２

〇実施体制　　　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・　様式３

〇事業計画　　　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・　様式４
　※業務開始を６月下旬からとし、別添『企画提案用工程表』
を参考に作成すること。

〇会社概要書　　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・　様式５

〇実　績　書　　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・　様式６

〇積　算　書　　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・　様式７

〇誓　約　書　　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・　様式８

〇質　問　書　　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・　様式９












〇申請書類チェックシート
（令和８年度国際物流拠点産業集積地域那覇地区解体等調査業務委託企画提案）

　※提出書類について、事前に確認した上で、ご提出下さい。
	提案事業名
	

	事前に確認が
必要な事項
	□参加資格（募集要領第６の各号）を満たしているか。
□各種資料、押印等は全て整っているか。

	


提出書類









	１　申請書類（正本１部、副本９部（写し））
□ （様式１）参加申込書
□ （様式２）企画提案書（概要）
□ （任意様式）企画提案書（Ａ４縦又はＡ３横、横書き、左綴）
□ （様式３）実施体制
□ （様式４）事業計画(業務開始を６月下旬とし、別添「企画提案用工程表」を基に作成）
□ （様式５）会社概要書（会社概要が分かるパンフレット等がある場合は併せて提出。共同企業体の場合は全構成員分）
□ （様式６）実績書：実績がある場合に提出
□ （様式７）積算書
□ （様式８）誓約書（共同企業体の場合は全構成員分）
□　共同企業体協定書：該当する場合

２　添付資料（正本１部、副本９部（写し））
　　※共同企業体の場合は全構成分
□　定款又は寄付行為
（法人格を有しない場合は運営規約に相当するもの）
□　履歴事項全部証明書（商業登記事項証明書。３ケ月以内に発行されたもの。法人格を有しない場合は目的、名称、所在地、資産の総額、代表者の氏名及び住所を記録した書類）
□　決算報告書（直近２事業年度の決算報告書（賃貸対照表、損益計算書等）又はこれに類する書類）
□　国税の納税証明書（直近２年分、３ケ月以内に発行されたもの）
□　県税の納税証明書（直近２年分、３ケ月以内に発行されたも
の。県内に事業所等がある事業者のみ。）



（様式１）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　受付番号：　　　　　


令和８年度国際物流拠点産業集積地域那覇地区解体等調査業務委託
参 加 申 込 書



みだしのことについて、参加したいので申し込みます。


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日


沖 縄 県 知 事    殿


　　　　　　　　　　　　　提出者：住　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称

　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名                     　印





　　　　　　　　　　　　　　　　連絡担当者：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所属・職・氏名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ番号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　e-mail

（様式２）

令和８年度国際物流拠点産業集積地域那覇地区解体等調査業務委託
企　画　提　案　書（概要）
































（様式３）
実　施　体　制
	１　業務の実施方針








	２　実施体制








	３　業務を担当する職員の状況







	４　その他特筆する事項等






※補足する事項等がある場合には、参考資料として作成してもよい。
※業務を担当する職員が資格や類似業務経験を有する場合には当該内容を併せて記載する
こと。



（様式４）
令和８年度国際物流拠点産業集積地域那覇地区解体等調査業務委託
事　業　計　画
※別添『企画提案用工程表』を基に委託業務の事業スケジュールを作成すること。
　































（様式５）
会　社　概　要　書

１．会社名および代表者氏名



２．所 在 地



３．設立年月



４．資本金



５．社員数



６．直近の会計年度の売上額



７．会社の業務







（様式６）    　　　　　　　　実　績　書

提案企業名：　　　　　　　　　　　　

	

１
	業務の名称
	

	
	業 務 内 容
	


	
	契　約　者
	

	
	契約額（千円）
	

	
	契 約 期 間
	

	

２
	業務の名称
	

	
	業 務 内 容
	


	
	契　約　者
	

	
	契約額（千円）
	

	
	契 約 期 間
	

	

３
	業務の名称
	

	
	業 務 内 容
	


	
	契　約　者
	

	
	契約額（千円）
	

	
	契 約 期 間
	

	

４
	業務の名称
	

	
	業 務 内 容
	


	
	契　約　者
	

	
	契約額（千円）
	

	
	契 約 期 間
	

	

５
	業務の名称
	

	
	業 務 内 容
	


	
	契　約　者
	

	
	契約額（千円）
	

	
	契 約 期 間
	


(備考)
１　対象期間：過去３年間（令和５年度～令和７年度）の受託業務が対象。
２　契 約 者：国（独立行政法人、公社及び公団を含む）又は地方公共団体
３　類似した業務：施設の解体を伴う基本計画の策定業務。解体設計委託業務。
４　契約書（写）を添付すること。
（様式７）
　　　　　　　　　　　　　　　積　算　書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日

沖 縄 県 知 事   殿

                                        住　  所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会 社 名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　印

事業名称：令和８年度国際物流拠点産業集積地域那覇地区解体等調査業務委託

上記事業の委託費について下記のとおり積算見積りいたします。

積算見積金額　　　　　　　　　　　　円（消費税含む）
※内訳書は別添として作成して下さい。
内訳：各項目区分
	項　目　区　分
	金　　額
	備考

	１ 直 接 人 件 費
	                    円
	

	２ 直 接 経 費
	                    円
	内、再委託費　　　　　円

	３ 一 般 管 理 費
	                    円
	(1+2-再委託費)×0.1以内

	４ 消　  費 　税
	                    円
	１０％

	合　　　計
	                    円
	



	・提案上限額（21,346千円）を超えない額とし、業務項目ごとの単価・金額等の内容を明示した内訳書（任意様式）を添付すること。
・積算書の費目については、以下の内容で提出すること。なお、単価、回数、人数等の積算根拠・内訳をできるだけ明確にすること。
　①直接人件費
　②直接経費（旅費、使用料及び賃借料、印刷製品費、消耗品費、再委託費等）
　③一般管理費（直接人件費と直接経費の合計から再委託費に要した費用を除いた額の100分の10以内とすること）
　④消費税相当額（旅費、使用料等の単価にすでに消費税が含まれている場合には消費税相当額を除いた上で経費を計上すること）
〇一般管理費は当該業務を行うために必要な経費であって、当該業務に要した経費としての特定抽出が難しいものについて、契約締結時に一定割合で認められる経費であり、次の計算式による算出すること。
(直接人件費+直接経費-再委託費)×10/100以内
〇上記計算式における再委託費は当該事業に直接必要な経費のうち、受託者（共同事業体構成員を含む）が実施できない又は実施することが適当でない業務の遂行を他の事業者に委任又は準委任して行わせるために必要な経費に加え、仕事の完成を目的とした外注（請負契約※）に必要な経費も対象とする。
※請負契約の例：報告書等の印刷製本費


（様式８）
　　　　　　　　　　　　　　　　誓　約　書

令和　　年　　月　　日
沖 縄 県 知 事   殿

住　　　  所
商号又は名称
代 表 者 名                  印

　令和８年度国際物流拠点産業集積地域那覇地区解体等調査業務委託企画提案公募への参加申込みにあたり、当社は下記のいずれにも該当しないこと、また、将来においても該当することはないことを誓約します。
　この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることになっても、意義は一切申し立てません。
　また、警察に対して照会することにも同意します。

契約から排除されるべき者
　１　法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法（平成３年法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき。
２　役員等が、自己、自社、若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき。
３　役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど、直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき。
４　役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に　利用するなどしているとき。
５　役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき。

（様式９）

質　問　書

令和８年度国際物流拠点産業集積地域那覇地区解体等調査業務委託
企画提案公募

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代 表 者 名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　担 当 者 名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電 話 番 号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　F A X 番 号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail 

	No.
	仕様書、募集要領等の項目
	質　問　内　容

	
















	
	



